
資 金 の 概 要 
拡 返 済 負 担 軽 減 借 換 等 特 別 資 金（一般枠） 

 
目  的 新型コロナウイルス感染症等の影響により厳しい経営状況にある中小企業

者の資金繰りの円滑化のため、借換資金等を融通し返済負担を軽減するととも
に、中小企業者の経営の安定や収益力改善を図る。 

 

融資対象 融資を受けることができる者は、次のいずれかに該当し、かつ経営行動に係 
る計画を策定した中小企業者とする。 
 
＜市町長の認定を受ける場合＞ 
１ 中小企業信用保険法（以下「保険法」という。）第２条第５項第４号 
 の規定による市町長の認定を受けたもの 
２ 保険法第２条第５項第５号の規定による市町長の認定を受けたもの 
 

＜市町長の認定がない場合＞ 
３ 次の(1)から(5)のいずれかに該当すること（市町長の認定は不要） 
〔売上高〕 
(1) 最近１か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して５％以上減 
  少していること 
〔売上高総利益率〕 
(2) 最近１か月間の売上高総利益率が前年同月又は直近決算の売上高 

総利益率と比較して５％以上減少していること 
(3) 直近決算の売上高総利益率が直近決算前期の売上高総利益率と比 
  較して５％以上減少していること 
〔売上高営業利益率〕 
(4) 最近１か月間の売上高営業利益率が前年同月又は直近決算の売上 

高営業利益率と比較して５％以上減少していること 
(5) 直近決算の売上高営業利益率が直近決算前期の売上高営業利益率 

と比較して５％以上減少していること 
＜その他＞ 
 ４ 激甚災害（令和六年能登半島地震による災害に限る。）について、災

害救助法が適用された地域内に事業所を有し、かつ、激甚災害を受けた
こと 

 

融資条件  
 

資金使途 運転資金・設備資金 ※融資対象４は事業再建に必要な事業資金 

融資限度額 １００，０００千円 

融資期間 １０年（うち据置５年）以内 

融資利率 
５年以内 年１.５％（責任共有制度対象外：年１.３％） 
５年超   年１.６％（責任共有制度対象外：年１.４％） 

保証料率 

すべて保証付き  
〔融資対象１、２及び４〕 
⇒ 年０．８５％（※）を国と県の保証料補助で、 

年０．０５％（事業者実質負担）に軽減 
〔融資対象３（市町長の認定がない場合）〕 
⇒ 年０．４５～年２．２０％（※）を国と県の保証料補助で、 

年０．０９～年０．７１％（事業者実質負担）に軽減 
（※）経営者保証免除対応の場合は０．２％を上乗せ 

保  証  人 山口県信用保証協会の定めるところによる 

担    保 必要に応じて徴求 

取扱期間 令和５年１月１０日 ～ 令和６年３月３１日 
 



資 金 の 概 要 

   返 済 負 担 軽 減 借 換 等 特 別 資 金（活性化枠） 
 

目  的 新型コロナウイルス感染症等の影響により厳しい経営状況にある中小企業者

の資金繰りの円滑化のため、中小企業活性化協議会等の支援により策定された

経営改善等計画に基づく取組に対して、借換資金等を融通し返済負担を軽減す

るとともに、中小企業者の経営の安定や収益力改善を図る。 

 

融資対象 融資を受けることができる者は、経営改善計画の策定支援機関の支援等を受

けて作成した計画（※）に基づいて経営改善に取り組む中小企業者等。 

 

＜（※）策定支援機関による計画＞ 

１ 認定支援機関（山口県中小企業活性化協議会又は産業復興相談センター） 

２ 経営サポート会議による検討に基づく計画 

３ 中小企業等の事業再生等に関するガイドライン、私的整理に関するガイド

ライン又は自然災害による被災者の債務整理ガイドラインに基づく計画 

４ 特定認証紛争解決手続に従って作成された計画 

５ 株式会社整理回収機構、株式会社地域経済活性化支援機構、株式会社東日

本大震災事業者再生支援機構、中小企業基盤整備機構又は中小企業基盤整備

機構が出資した投資事業有限責任組合の支援に基づく計画 

 

融資条件 
 

 
 

資金使途 運転資金・設備資金 

融資限度額 ２８０，０００千円 

融資期間 １５年（うち据置５年）以内 

融資利率 

５年以内      年１.５％（責任共有制度対象外：年１.３％） 

５年超 10年以内   年１.６％（責任共有制度対象外：年１.４％） 

10年超        年１.７％（責任共有制度対象外：年１.５％） 

保証料率 

すべて保証付き  
 
⇒ 年０．８０％（※）（責任共有制度対象外：年１．００％ （※）） 

年０．０５％（事業者実質負担）に軽減 
 
（※）経営者保証免除対応の場合は０．２％を上乗せ 

保  証  人 山口県信用保証協会の定めるところによる 

担    保 必要に応じて徴求 

取扱期間 令和５年１月１０日 ～ 令和６年３月３１日 

 


